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。



衆
議
院
議
員
柿
沢
未
途
君
提
出
消
費
税
率
十
パ
ー
セ
ン
ト
へ
の
引
上
げ
の
判
断
の
法
律
上
の
根
拠
に
関
す
る
質
問
に
対

す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

第
二
次
安
倍
内
閣
に
お
い
て
は
、
長
引
く
デ
フ
レ
か
ら
の
早
期
脱
却
と
日
本
経
済
の
再
生
の
た
め
、
大
胆
な
金
融
政
策
、

機
動
的
な
財
政
政
策
、
民
間
投
資
を
喚
起
す
る
成
長
戦
略
を
「
三
本
の
矢
」
と
し
て
、
「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」
に
一
体
的
に
取

り
組
む
こ
と
に
よ
り
、
平
成
二
十
五
年
度
か
ら
平
成
三
十
四
年
度
ま
で
の
平
均
で
名
目
の
経
済
成
長
率
三
パ
ー
セ
ン
ト
程
度

、
実
質
の
経
済
成
長
率
二
パ
ー
セ
ン
ト
程
度
の
成
長
を
目
指
し
た
経
済
運
営
を
行
っ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
当
該
経
済
運

営
の
効
果
も
あ
り
、
我
が
国
経
済
は
、
物
価
動
向
が
デ
フ
レ
状
況
で
は
な
く
な
る
な
ど
、
力
強
さ
を
取
り
戻
し
つ
つ
あ
る
。

な
お
、
足
下
の
景
気
に
つ
い
て
は
、
こ
の
と
こ
ろ
弱
さ
が
み
ら
れ
る
が
、
緩
や
か
な
回
復
基
調
が
続
い
て
い
る
。

二
に
つ
い
て

社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図
る
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
た
め
の
消
費
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法

律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
六
十
八
号
。
以
下
「
税
制
抜
本
改
革
法
」
と
い
う
。
）
附
則
第
十
八
条
第
二
項
は
、
消
費
税
率

引
上
げ
に
よ
る
増
収
分
は
全
額
社
会
保
障
に
充
て
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
そ
れ
に
よ
り
財
政
健
全
化
を
実
現
し
つ
つ
、
経

一



済
成
長
や
災
害
対
策
に
資
す
る
分
野
に
重
点
的
に
資
金
を
充
て
て
い
く
と
い
う
考
え
方
を
示
し
た
も
の
と
承
知
し
て
い
る
。

政
府
と
し
て
は
、
毎
年
度
の
予
算
編
成
等
に
お
い
て
、
当
該
考
え
方
を
踏
ま
え
、
適
切
に
対
応
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

三
に
つ
い
て

税
制
抜
本
改
革
法
附
則
第
十
八
条
第
三
項
に
お
い
て
は
、
消
費
税
率
の
引
上
げ
に
当
た
っ
て
の
経
済
状
況
の
判
断
を
行
う

と
と
も
に
、
経
済
財
政
状
況
の
激
変
に
も
柔
軟
に
対
応
す
る
観
点
か
ら
、
経
済
状
況
の
好
転
に
つ
い
て
、
種
々
の
経
済
指
標

を
確
認
し
、
同
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
措
置
を
踏
ま
え
つ
つ
、
経
済
状
況
等
を
総
合
的
に
勘
案
し
た
上
で
、
施
行
の
停
止

を
含
む
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
同
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
措
置
の
み
が
施
行
の
停

止
を
含
む
所
要
の
措
置
に
考
慮
す
べ
き
事
項
と
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、
ま
た
、
お
尋
ね
の
「
施
行
の
停
止
」
を
行
う

場
合
の
理
由
に
つ
い
て
も
、
経
済
状
況
等
を
総
合
的
に
勘
案
し
た
上
で
判
断
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
一
概
に
お
答
え

す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

四
に
つ
い
て

三
に
つ
い
て
で
述
べ
た
と
お
り
、
税
制
抜
本
改
革
法
附
則
第
十
八
条
第
三
項
に
規
定
す
る
施
行
の
停
止
を
含
む
所
要
の
措

置
を
講
ず
る
に
当
た
っ
て
は
、同
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
措
置
の
み
が
考
慮
す
べ
き
事
項
と
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。

二



ま
た
、
こ
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
甘
利
内
閣
府
特
命
担
当
大
臣
（
経
済
財
政
政
策
）
は
、
平
成
二
十
六
年
三
月
七
日
の
参
議
院

本
会
議
に
お
い
て
、
消
費
税
率
の
十
パ
ー
セ
ン
ト
へ
の
引
上
げ
に
つ
い
て
、
税
制
抜
本
改
革
法
に
の
っ
と
っ
て
、
経
済
状
況

等
を
総
合
的
に
勘
案
し
な
が
ら
、
本
年
中
に
判
断
す
る
旨
の
答
弁
を
行
っ
て
お
り
、
御
指
摘
の
「
安
倍
内
閣
の
閣
僚
の
発
言

と
も
背
馳
す
る
」
も
の
で
は
な
い
と
考
え
て
い
る
。

三


